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1. はじめに
2012年9月18日、暫定措置563号（MP563）は、法律12715号として法制化され
た。同暫定措置は、2012年4月に公布され、その後、国会内で審議されていたが、よ
うやく正式に承認されることとなった。

ブラジルの移転価格税制は、OECDガイドラインに準拠していない、二国間相互協
議（二国間の事前確認を含む）の運営を事実上容認していない、移転価格税制の対
象となる出資基準が諸外国に比して著しく低い、利益に基づいた移転価格算定方
法が認められない等、新興国の中でも特異な制度設計が取られている。

今回、法律12715号の公布により、いくつかの点で、納税者の移転価格リスク管理
に影響を与える変更点が見られる。本稿では、法律12715号の中で、特に納税者に
とって影響度が高いと考えられる以下の項目について、概説する。
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• 再販売価格基準法（以下、「PRL法」という）における製造、加
工、組立等の付加価値を伴う再販売と単純な再販売とに適用
される利益率マージン（売上総利益率）の統一

• PRL法を適用する際における業界別の利益率マージンの設定
• PRL法適用時における基準価格の計算ベースのFOB価格へ
の変更

• 独立価格比準法（以下、「PIC法」）適用に際しての第三者から
の輸入取引数量に係る要件の導入

• コモディティ商品の輸出入時における移転価格算定方法の設
定（独立企業間価格として市場公開価格を参照することが明
文化）

• 移転価格算定方法の継続適用
• ブラジル中央銀行に登録されていないグループ間契約につ
き、借入人であるブラジル法人に対する支払利息の損金算入
上限設定

今回の記事の執筆にあたっては、EYのサンパウロ事務所在籍
のDemetrio Barbosa（エグゼクティブディレクター）から多大
な支援を受けた。ここに感謝の意を表する次第である。

2. ブラジルにおける移転価格算定法方法の
概要
税制改正における変更点の説明に先立って、以下において、ブ
ラジルにおいて適用可能な移転価格算定法を概説すると、ブラ
ジルの移転価格税制は、以下に図示（図表1）されているような
独立価格比準法、再販売価格基準法及び原価基準法の三法を
移転価格算定方法として認めており、納税者の任意でいずれか
の移転価格算定法を採用することを容認している。

【図表1】ブラジルの移転価格算定方法一覧表

移転 
価格算定
方法

ブラジル移転価格税制における 
移転価格算定方法の名称

輸入取引 輸出取引
独立価格
比準法

PIC法 / PCI法 PVEx法 / PECEX法

再販売
価格 
基準法

PRL法

PVA法 
（卸売価格マイナス15%）

PVV法 
（小売価格マイナス30%）

原価 
基準法

CPL法 
（コストプラス20%）

CAP法 
（コストプラス15%）

ブラジル側から見た輸入取引における移転価格算定方法（PIC

法、PRL法、CPL法）の内容は、以下のとおりである。

• PIC法:Comparable Independent Price Methodの略
称である。国外関連取引（ブラジル国外からの輸入）に
係る棚卸資産と同種又は類似の棚卸資産を同じような
支払条件の下で売買した取引の取引価格の算術平均値
をもって当該国外関連取引の対価の額とする移転価格
算定方法である。

• PRL法:Resale Price less Profit Methodの略称で、国
外関連取引（ブラジル国外からの輸入）に係る棚卸資産
の買手が独立第三者に対して当該棚卸資産を販売した
対価の額から利潤の額を控除して計算した金額をもっ
て当該国外関連取引の対価の額とする再販売価格基
準法のことである。ブラジルの移転価格税制上、PRL法
は、輸入再販売取引においてPRL法を適用する納税者
に対し、法令により定められた利益マージンを稼得する
よう要請している。

• CPL法:Production Cost Plus Mark-up Methodの略
称で国外関連取引に係る棚卸資産の売手がその所在地
国において国外関連取引と同種又は類似の棚卸資産を
製造する際に支出する生産費の平均値に、当該所在地
国における輸出の際の租税公課を加え、その上に利潤
の額として上限20%の利益に相当する額を付した額を
もって当該国外関連取引の対価の額とする原価基準法
のことをいう。

なお、国外関連者が無形資産使用許諾の対価としてブラジル
法人から受領できるロイヤルティ料率の算定には、PIC法、CPL
法、PRL法を適用することができず、法律3470号で定められた
料率を上限として料率設定することが要請される点につき、留
意が必要である。商標の使用許諾対価として受領可能なロイヤ
ルティ水準は、最大で1%であり、技術ノウハウやプロセス、方法
に関する使用許諾対価として受領するロイヤルティは、基本作
業、加工産業いずれに関する技術か、加工・製造を行う対象品目
が何であるのかにより水準が異なる。参考として、以下に、所属
する産業、対象品目別の技術ロイヤルティ一覧表を掲載する。

なお、商標、技術ともに、ロイヤルティに係る海外送金を行うた
めには、グループ間でロイヤルティ契約を締結した上で、ブラジ
ルの知的財産院とブラジル中央銀行に当該ロイヤルティ契約
を登録する必要がある。
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【図表2】技術ロイヤルティ料率の一覧表 － 基本産業

グループ1-基本産業
大分類 小分類 料率

1-電気 01-発電・送電 5%
2-燃料 01-石油関連 5%
3-運送 01-都市における鉄道 5%
4-通信 5%

5-輸送用機器
01-乗用車、トラック等 5%
02-自動車部品 5%
03-タイヤ、チューブ 5%

6-栄養素 5%
7-基礎化学 5%

8-重金属
01-鉄鋼 5%
02-アルミニウム 5%

9-電機機器
01-変圧器、発電機 5%
02-産業用電子モーター 5%
03-家電製品、電話、信号機 5%

10-各種機器
01-農業用トラクター 5%
02-道路建設用の機器、部品、スペアパーツ 5%
03-採掘、化成用の機器、部品、スペアパーツ 5%

11-造船
01-船舶 5%
02-船舶用の機器 5%

【図表3】技術ロイヤルティ料率の一覧表 － 加工産業
グループ2-加工産業

大分類 小分類 料率
1-包装、 01-発電・送電 5%
包装資材 4%
2-食品 4%
3-化学 4%
4-製薬 4%
5-化学繊維 4%
6-靴、履物 3.5%
7-金属鋳造 3.5%
8-セメント 3.5%
9-電機機器 3%

10-機械及び装置
01-家庭用機械 3%
02-オフィス用機器 3%
03-科学用の装置 3%

11-ゴム、プラスチック 2%

12-日常品、健康用品
01-髭そり 2%
02-歯磨き粉 2%
03-石鹸 2%

13-その他 1%

3. PRL法に関連する変更
海外からの輸入取引に関して、ブラジルの移転価格税制
は、PIC法を適用する納税者に対し、比較対象とする第三者との
取引のボリュームや取引金額、条件等の明細を取引単位で保管
するよう要請し（注1）、またCPL法を適用する納税者に対しては、
ブラジル国外の関連者における製造あるいはサービス提供に
要したコストの明細を準備・保管するよう要請しているが、これ
らの明細は、ブラジル国外で準備し、公証の上、最終的にポルト
ガル語に翻訳する必要があるため、消去法的に、ブラジル国内
で国外関連取引に係る情報を把握・管理できるPRL法が選好さ
れる傾向にある。

ただし、従来、PRL法を適用する場合においては、利潤の額と 
して再販売者が稼得すべき売上総利益率が、ブラジルの再販
売者が国外関連者から輸入した製品を転売する場合（売上総利
益率は20%）と加工・製造により付加価値を付与する場合（売上
総利益率は60%）とで、異なる売上総利益率が規定されており
（注2）、納税者と税務当局とで、再販売活動における付加価値の
有無につき、見解が異なるケースが散見された。例えば、リパッ
ケージや簡易な組立てに関してPRL20を適用する納税者が、
税務当局から当該活動が付加価値活動に該当するとの判断 
のもと、売上総利益率60%を稼得するよう指摘される事案があ
った。

また、PRL60の計算方法は、通達32号により規定されていた
が、その後、ブラジル政府は2002年11月に通達243号を公布
し、通達32号を無効とした上で、同通達に記述するものと異な
るPRL法の計算方法を設定した。ところが、多くの納税者が通
達243号は違法であると主張し、運用上、通達32号に基づいて
移転価格を計算していることから、ブラジル国内には異なる通
達に依拠したPRL法の計算方法が混在し、付加価値に係る見解
相違とともにPRL法運用における障害・問題点となっていた。

今回の法律12715号の法制化により、RPL法適用における売
上総利益率は、付加価値付与の如何にかかわらず、納税者の属
する産業セクターにより決定されることとなった（法律12715
号18⑫）。各産業セクターに属する納税者に求められる売上総
利益率は、以下の図表4のとおりである。

【図表4】PRL法適用時における産業セクター別の適用売上総
利益率一覧

売上 
総利益率 産業セクター

40% 医薬品及び化学薬品、タバコ、光学・写真・映像設備機器、歯科・医療・病
院用機器、石油・天然ガス採掘業、石油製品

30% 化学品、ガラス及びガラス製品、セルロース・紙及び紙製品、冶金業
20% 上記以外
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法律12715号の公布に伴う税制改正は、PRL法を採用する納
税者に、以下の点において便益をもたらしていると考えられる。
法律12715号の導入により、付加価値の有無に関係なく売上
総利益率が統一され、納税者がPRL20、PRL60いずれのPRL
法を採用すべきかで苦慮する必要がなくなった。また、税務当
局との間で売上総利益率に係る見解の相違が生じることもなく
なった。

また、従前、PRL60を適用していた納税者は、再販売価格の
20%～40%を利潤として残せば、PRL法に基づく更正を免れる
ことができることから、その限りでブラジルに過度の利益を残
す必要がなくなり、輸入元の移転価格税制により配慮したリス
ク管理が可能となった。

さらに、PRL60における国外関連取引の基準価格につき、その
計算方法が統一化されたため、従来まで懸案となっていた計算
方法に係る税務当局と見解の相違が解消されることとなった。
なお、税制改正後においても、PRL法に基づく基準価格の計算
は、複雑であるため、参考として、以下の図表5に、その計算過
程をまとめる。

以下の図表5を例にすると、P R L法を採用する納税者
は、2,286ブラジルレアルを下回る2,000ブラジルレアルで国
外関連者から部品、原材料、半製品、又は製品を仕入れることか
ら、移転価格調整の対象とはならない。

【図表5】税制改正後のPRL法に基づく基準価格の計算

計算項目 インデックス ブラジルレアル
又は%

第三者への販売価格 （A） 10,000
輸入コスト（FOB価格） （B） 2,000
総コスト （C） 7,000
輸入コスト（FOB価格）の総コストにおけ
る割合 （D）=（B）÷（C） 28.57%

輸入品対応売価 （E）=（A）×（D） 2,857
所定の売上総利益率（例として、20%） （F）=（E）×20% （571）
PRL法に基づく基準価格 （G）=（E）-（F） 2,286
移転価格調整額 （H）=（B）-（G） n/a

なお、改正後のPRL法における基準価格の計算では、以下の点
に留意が必要である。

• 第三者向けの販売価格は、ブラジル所在の第三者向け販売価
格に限定される。したがって、ブラジル納税者が国外関連者か
らの輸入品につき、ブラジル国外の第三者にしか販売しない
場合には、PRL法は適用できない。

• 旧法においては、PRL法に基づく基準価格の計算上、CIF価 
格に輸送費、保険代、輸入関税を加えた額を輸入コストとし、
輸入コスト割合が算定されていたが、社外流出となる輸送費、
保険代、輸入関税を輸入コストに含めることに対する批判が多
かったことを勘案してか、新法においては、輸入コスト割合の
計算上、輸入コストはFOB価格に変更された（法律12715号
18⑥）。ただし、新法には、輸入コスト割合算出のための総コス
トについても、同様にFOB価格と国内コストの総計であると明
文化した規定はなく、総コストの取扱い次第で、納税者のポジ
ションは有利不利に分岐することから、実務上の取扱いを規定
する通達の公布が待たれる（注3）。

4. PIC法に関する変更
PIC法の適用にあたって、ブラジル移転価格税制は、比較対象と
する第三者との取引と国外関連取引との間で、支払期間、取引
数量、交易条件等について同様であること、あるいは差異があ
る場合には、その差異が調整可能であることを要件としている
が、取引数量が比較可能であることを認める定量的な基準を設
けていなかった。

今回、税制改正により、比較対象となる独立第三者からの輸
入取引額が少なくともブラジル法人による国外関連者からの
輸入取引額の5%以上である必要があると定められた（法律
12715号18⑩）。

また、未確定であるが、仮に、進行年度において、比較対象取引
の年間取引ボリュームが関連者取引の年間取引ボリュームの
5%に達しない場合には、前年度行われた比較対象取引の取引
価額を用いて、本年の検証対象取引の取引価額と乖離がない
か検証される可能性がある。その場合には、比較対象となる比
較対象取引の取引価額には、昨年度から今年度の為替変動に
相当する調整が行われることが予想される。
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5. PCI法、PECEX法の導入
コモディティ商品の輸出入に関して、新しい移転価格算定方法
が導入された。輸入取引に係る移転価格算定方法は、輸入原
価基準法（以下、「PCI法」という）、輸出取引に係る移転価格算
定方法は、輸出原価基準法（以下、「PECEX法」という）と呼ば
れ、それぞれ国際的に認知されているコモディティ取引所、コモ
ディティ先物取引所におけるコモディティの日間平均値をもっ
て、移転価格の基準価格とする移転価格算定方法である（法律
12715号18Ⓐ、19⑨）。

原則として、納税者は、コモディティ商品に係る移転価格算定方
法として、PCI法あるいはPECEX法を適用することが求められ
る。日伯取引においては、日本企業は、ブラジル関連者から資源
を輸入することが多いことから、ブラジルからのコモディティ商
品の輸出に関して、PECEX法の適用要件に留意する必要があ
る。

なお、コモディティ商品の輸出に関して、当該商品がコモディテ
ィ取引所やコモディティ先物取引所で取り扱われておらず、公
開市場価格に係る情報を入手できない場合には、運用上、国際
的に著名なリサーチ機関の情報から入手可能な情報か公的機
関が定め官報にて公表される情報のいずれかに依拠して基準
価格を設定することになる。

今後、ブラジル政府は、PCI法、PECEX法の運用を促進するため
に、コモディティ・インデックス価格の参照先となるコモディティ
取引所やコモディティ先物取引所、リサーチ機関のリストを公
表するものと予想される。

6. 移転価格算定法の継続適用
ブラジルにおいては、納税者は、任意で移転価格算定方法を選
択することができる。しかしながら、法律12715号の発効によ
り、2012年度以降の事業年度において、納税者は、いったん税
務調査が開始した後は、グループ間取引に適用する移転価格算
定方法を継続適用することが要請される。ブラジル税務当局に
より、納税者が選定した移転価格算定方法の適用が否認された
場合には、他の移転価格算定法に変更する余地があるものの、
ブラジル税務当局が納税者選定の移転価格算定方法に基づき
更正を行う場合には、他の移転価格算定法への変更は認められ
ない。

なお、上述のように、新法は、2012年度以降の事業年度に対し
て移転価格算定法の継続適用を要請していることから、2011
年度以前の事業年度のグループ間取引に関しては、当該取引
に係る税務調査が行われた後であっても、納税者は、任意で選
定している移転価格算定方法を変更することができるものと想
定される。

7. 国外関連者からの借入れに係る 
支払利息用

従前、通達243号は、ブラジル法人による国外関連者からの借
入れにつき、当該借入れがブラジル中央銀行に登録されていな
い場合には、米ドル6か月Liborに年率3%のスプレッドを加算し
た額を上限として損金算入を行うことを認めていた。新法の適
用により、国外関連者からの借入れを行うブラジル法人には、グ
ループ間融資に係る契約をブラジル中央銀行に登録している
か否かにかかわらず、上記の損金算入の上限規定が課されるこ
とになった（法律12715号22）。

したがって、グループ間融資に係る契約をブラジル中央銀行に
登録しておらず、上記の水準を上回る金利水準で借入れを行っ
ているブラジル法人は、支払利息のすべてにつき損金性を確保
する意向であれば、既存の融資契約を変更する必要がある。

なお、ブラジルにおいては、グループ間融資の支払利息につき、
外貨送金を行う場合には、ブラジル法人は、ブラジル中央銀行
の規定に従い、同銀行にグループ間融資契約を登録する必要
がある点に留意されたい。

（注1）ブラジル子法人は専らブラジル国外の親法人から輸入するこ
とが多いため、PIC法適用においては、ブラジル国外の親法人が
第三者と行う取引を比較対象とすることが一般的である。

（注2）再販売者が稼得すべき売上総利益率に応じて、PRL法を便宜
上、PRL20とPRL60に区分する。

（注3）Ernst & Young International Tax Alert、2012年9月20日、 
Brazil amends transfer pricing rules: Provisional measure 
563 is converted into law 12.715/12
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